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Abstract
There are currently 16 communities working on Safe Community (SC) programs which 
Kameoka City firstly launched in Japan in 2006. This study aims to see impacts of the 
SC programs among the Japanese communities in this decade. Changes are determined 
with the written materials, interviews to personnel in charge of SC programs and the 
mayors of the communities. Observation study was also made at the meetings of the SC 
steering committees and taskforce committees. The qualitative changes are identified in the 
establishment of the cross sectral collaboration, set up of the cycle of community diagnose - 
intervention - evaluation, and empowerment of the communities through SC programs. 
Moreover, communities with some years of experience have started to show quontative 
outputs and outcomes of community safety promotion. It can be suggested that the strategies 
of community safety promotion to fulfill the SC’s seven indicators can be applied to other 

































協働なく SC を進めることはない。SC の 7 指標5 において、「分野及び組織を横断して連携す
る体制」を条件としているため、コミュニティが属する行政や政治体制との連携および協働の
関係は不可欠である6。
これらの事例をはじめ、SC に取組むコミュニティは全て SC の 7 指標にそって活動を進め
ており、この指標を満たしていることが確認されると国際 SC ネットワークの一員として認証
される。




















取組みの推進メンバーとの協力関係が構築され、1989 年にはこの取組みをけん引した Leif 
Svanström 氏が所属するカロリンスカ医科大学に地域の安全向上推進にむけた WHO との協働
センター（WHO Collaborating Center on Community Safety Promotion: 以後 WHO CCCSP
と記す）が設置され、SC の認証制度が始まった。以来、国や地域を超えてその概念と活動は
広がり続け、2016 年 10 月末現在では、373 のコミュニティが SC として認証されている。な
かでも、近年はアジア地域での活動が活発になっている。
アジアにおいては、1980 年代半ばにタイのワン・コイというコミュニティで SC の基盤とな
る取組みが展開され、1991 年に世界で 3 番目の SC として認証された。しかしながら、その
取組みは継続されず、周辺の地域や国に普及するまでには至らなかった9。その後、アジアで
SC が再び活発になったのは 1990 年代半ばであった。台湾や韓国の研究者が 1990 年代半ばか
ら 2000 年にかけて SC に関心をもち、それぞれの国内で SC 活動の普及を始めた10。2002 年ご
ろには中国本土にも SC の概念が紹介され、SC への関心が高まり始め、現在は約 100 のコミュ
ニティが SC として認証されている。






亀岡市は、2006 年 7 月に SC に着手し、2008 年 3 月に日本で初めて SC としての認証を受け
た。それ以降、次第に SC は日本国内でも広がり始め、2016 年 10 月現在では、16 自治体及び
その一部の区が SC に取組んでおり、そのうち 14 自治体が認証されている。このうち亀岡市、
十和田市、厚木市の 3 自治体は、5 年ごとの再認証をへて 2 回目の認証を経て取組みを継続し
ている。
1．3．研究の対象と方法








1 のとおり 4 つのグループに分類する。なお、これら 16 コミュニティ以外にも京都市北区が
SC に取組んでいた。京都市北区は、2012 年に SC 活動に関心をもち、その手法を導入したま
表１：日本においてSCに取組む自治体（認証順）
認証順 コミュニティ名 着手 初回認証年月日 人口（人）
1 京都府亀岡市 2006 年 2008 年 3 月 90,694（2016 年 4 月）
2 青森県十和田市 2007 年 2009 年 8 月 63,014（2016 年 9 月）
3 神奈川県厚木市 2008 年 2010 年 11 月 225,383（2016 年 10 月）
4 長野県箕輪町 2010 年 2012 年 2 月 25,057（2016 年 10 月）
5 東京都豊島区 2010 年 2012 年 11 月 283,835（2016 年 10 月）
6 長野県小諸市 2010 年 2012 年 12 月 43,121（2016 年 10 月）
7 神奈川県横浜市栄区 2010 年 2013 年 10 月 122,550（2016 年 9 月）
8 大阪府松原市 2011 年 2013 年 11 月 121,642（2016 年 9 月）
9 福岡県久留米市 2011 年 2013 年 12 月 306,796（2016 年 10 月）
10 埼玉県北本市 2011 年 2014 年 2 月 67,960（2016 年 3 月）
11 埼玉県秩父市 2012 年 2015 年 11 月 64,708（2016 年 10 月）
12 鹿児島県鹿児島市 2012 年 2016 年 1 月 604,936（2016 年 10 月）
13 滋賀県甲賀市 2012 年 2016 年 2 月 91,867（2016 年 10 月）
14 大阪府泉大津市 2014 年 2016 年 10 月 75,624（2016 年 10 月）
15 福島県郡山市 2015 年 2017 年（予定） 335,767（2016 年 10 月）
16 埼玉県さいたま市 2016 年 2018 年（予定） 1,279,788（2016 年 10 月）
出典：筆者調べ（2016 年 10 月末現在）
日本における安全なまちづくり「セーフコミュニティ」の 10 年間の実績に関する考察（白石）政策科学 24 － 4, Mar. 2017
－ 162 －
ちづくりを進めていたが、当初から SC としての認証を目指ざしていなかったことと 2016 年






































行政 SC 担当者へのヒアリング ✓ ✓


















































































































第 1 グループ 第 2 グループ 第 3 グループ 第 4 グループ
確認された
変化
亀岡 十和田厚木 箕輪 豊島 小諸 栄区 松原 久留米北本 秩父 鹿児島甲賀 泉大津郡山
さいたま
体制（16） 13 10 14 11 10 11 9 11 11 11 11 13 11 12 9 6
仕組（11） 9 6.5 8 9 7 6 8 9 7.5 6 7 7 7 3.5 3 2.5
推進力（2） 7 6 7 7 6 5.5 6 6 6 5.5 6 6 6 6 0.5 0
対策（7） 1 2 2 2 1 1 1 2 2 0 2 2 2 2 1.5 0.5
継続性（10） 8 6 7 5 3 1 5 4 5 1 4 3 3.5 4 2 2
合計（46） 38.0 30.5 38.0 34.0 27.0 24.5 29.0 32.0 32.0 23.5 30.0 31.0 29.5 27.5 16.0 11.0










解の共有を図っている（図 2 の「SC 推進本部会議」や「SC 推進調整会議」に該当）。加えて、









推進協議会」が設置されている（図 2 の「SC 推進協議会」に該当）。いずれも、市や町、警察
図２：SC推進体制の例（滋賀県甲賀市）
出典：甲賀市 SC 認証申請現地審査報告資料より











織として「対策委員会」等（以下、「対策委員会」と記す）が設置されている（図 2 の「SC 対
策委員会」）。その設置数は、自治体の人口規模とは大きな関係はなく、それぞれの自治体が
設定する重点領域の数に対応している（表 5）。近年では、まずは 5 ～ 6 対策委員会を設置し、
取組みが進む中で追加していきたいという意向がみられる。それぞれの対策委員会は、行政（担















✓ ✓ ✓ ✓
✓ ✓ ✓
✓
*4学校安全（含 ISS） *4 *4 *4 *4 ✓ *4 *4 ✓
労働安全 ✓ ✓ 　 　 　 　 　 　 　 *2 　 　 　 *3 　
高齢者安全 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
交通安全 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ 　
自転車安全 　 ✓ 　 ✓ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ✓
災害時の安全 ✓ ✓ *1 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ *3 　
余暇・スポーツ安全 ✓ ✓ 　 　 　 　 ✓ 　 　 　 　 　 　 　 　 　
意図的要因防犯 ✓ 　 ✓ *1 ✓ 　 　 ✓ ✓ ✓ ✓ 　 　 ✓ ✓ 　
暴力（虐待）予防 ✓ 　 *1 ✓ 　 ✓ 　 ✓ 　 　 ✓ 　 　 　 ✓
児童虐待 ✓ ✓ ✓
自殺予防 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
その他
自然の安全 　 　 　 　 　 　 　 　 　 *2 　 　 　 　 　
































































































して積極的に地域に出向いたりして、SC の概念や取組みの進捗状況を知らせることで SC の




































グループ 1 グループ 2 グループ 3 グループ 4
亀岡 十和田厚木 箕輪 豊島 小諸 栄区 松原 久留米北本 秩父 鹿児島甲賀 泉大津郡山
さいたま
不慮の要因
子ども 6 3 4.5 4.5 4.5 2 6 4.5 4.5 2 2 2 2 2 0 0
学校 6 6 6 6 6 6 6 6 2 6
ISS 1 1 1 1 1 1 1
高齢者 3 4.5 6 4.5 4.5 3 4.5 4.5 6 3 2 3 2 3 0 0
交通 6 6 12 6 6 6 6 6 3.5 4.5 2 3 2 2 0 0
労働 3 6 2
災害時 3 1 3 3 2 3 3 3 3 2 3 3 2 0 0
余暇・スポーツ 4.5 3 3 2意図的要因
犯罪防止 6 6 6 3 0 2 6 6 3 2 2 0
暴力防止 3 3 4.5 2 2 0
自殺予防 6 6 6 6 6 6 4.5 4.5 6 3 6 2 5 2 0 0
その他 3 4.5
獲得スコア① 39 32 49 33 42 19 34 36 37 26 27 21 16 13 0 7
フルスコア② 42 48 54 42 60 30 48 42 48 42 48 42 30 36 36 30







































































































































1 内閣府「平成 19 年版国民生活白書」
  （ウェブサイト：http://www5.cao.go.jp/seikatsu/whitepaper/h19/01_honpen/html/07sh020103.html）
  （内閣府「住民自治組織に関する世論調査」（1968 年）、「国民生活選好度調査」（2007 年） 
2 白石陽子　報告書「安全なまちづくり 日本版『セーフコミュニティ』の進め方」2015 年 3 月、5-9 頁
3 SC 認証センターは、2015 年 9 月までカロリンスカ大学（スウェーデン）と WHO（世界保健機関）が
協働で設置した「地域安全向上推進のための協働センター（Collaborating Center on Community Safety 
Promotion）が担っていたが、2015 年 10 月より NGO 法人「国際セーフコミュニティ認証センター」と
して独立した。そのため、現在は、WHO の規定に基づき、改めて WHO との協働センター（Collaborating 
Center）となるための手続きを行っている。
4 WHO Collaborating Center on Community Safety Promotion
  （ウェブサイト：http://www.ki.se/csp/who_safe_communities_en.htm）
 なお、該当する外的要因は、ICD10 （International Statistical Classification of Diseases and Related 
Health Problems：国際疾病分類第 10 版）19 章（S00-T98）及び 20 章（V01-Y98）を含む
5 International Safe Communities Indicators that must be fulfilled（ウェブサイト：http://isccc.global/
indicators-that-must-be-fulfilled）
  2012 年 1 月より「指標 4」が加わり、6 指標から 7 指標になった。
1. An infrastructure based on partnership and collaborations, governed by a cross-sector group that 
is responsible for safety promotion in their community;
2. Long-term, sustainable programs covering genders and all ages, environments, and situations;
3. Programs that target high-risk groups and environments, and programs that promote safety 
for vulnerable groups;
4. Programs that are based on the available evidence:
5. Programs that document the frequency and causes of injuries;
6. Evaluation measures to assess their programs, processes and the effects of change;
7. On-going participation in national and international Safe Communities networks.
6 Ekman D., Svanström L., Guidelines for applicants to the International Network of Safe Communities and 
Guidelines for maintaining membership in the International Network of Safe Communities, 13 November 2008, 
pp.4-5
7 白石陽子　報告書「安全なまちづくり 日本版『セーフコミュニティ』の進め方」2015 年 3 月、1-3 頁
8 WHO Collaborating Center on Community Safety Promotion, -Introduction
  （ウェブサイト：http://www.phs.ki.se/csp/who_introduction_en.htm）
  ファルシェーピングは、1991 年に SC として認証された（世界で 5 番目）
9 詳細については、白石陽子「WHO『セーフコミュニティ』モデルの普及に関する研究－『予防』に重点
を置いた安全なまちづくり活動が世界的に普及する要因に関する考察－」（政策科学 15 巻 1 号　30-31 頁、 
2007 年 10 月　立命館大学）を参考にされたい。
  ワン・コイは、現在は認証コミュニティのリストには掲載されていない。タイのコミュニティが、その
後改めて SC として認証されたのは Wang Sai Phun 及び Tambon Talad Kreab（いずれも認証は 2011 年）
である。
10 台湾については、台湾の SC 支援センター長を務めるパイ・ル氏が 1995 年にカナダのマクマリーで開
催されたセーフコミュニティ国際会議に出席したことをきっかけに SC を台湾へ導入する動きが始り、
日本における安全なまちづくり「セーフコミュニティ」の 10 年間の実績に関する考察（白石）政策科学 24 － 4, Mar. 2017
－ 176 －
2007 年に 4 つのコミュニティが認証されて以来、アジアのなかでも最も SC が活発である。韓国につい
ては、2000 年ごろ、韓国の SC 支援センター長を務める、チョ・ジュンピル氏がアメリカでその概念を
学び、帰国後、スウォン市とともに活動を開始したのが始まりとなっている。
11 自治体によっては、「対策懇談会」「対策分科会」などの名称もある。
12 インターナショナルセーフスクール（International Safe School; ISS）とは、SC の学校版の取組みで、
子ども、教職員、地域などの協働により、学校及び学校を取り巻く地域の安全向上に取組む活動である。
SC とは別の認証制度があり、3 年ごとに認証申請を行う。




16 McLaughlin J.A., Jordan G.B., Logic models- a tool for telling your programs performance story, Evaluation 









-『セーフコミュニティネットワークメンバーになるための申請書』（様式 A および補足説明書）2016 年
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- 認証申請現地審査報告資料（PPT）、2015 年
亀岡市
-『セーフコミュニティネットワークメンバーになるための申請書　様式 A および補足説明書』2012 年
- 認証申請現地審査報告資料（PPT）、2012 年
-『セーフコミュニティ活動年間活動報告書』、2013 年、2014 年、2015 年
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-『セーフコミュニティネットワークメンバーになるための申請書』（様式 A および補足説明書）2015 年
- 認証申請現地審査報告資料（PPT）、2015 年
小諸市
-『セーフコミュニティネットワークメンバーになるための申請書』（様式 A および補足説明書）2012 年
- 認証申請現地審査報告資料（PPT）、2012 年
- 『セーフコミュニティ活動年間活動報告書』、2013 年、2014 年、2015 年
秩父市





-『セーフコミュニティ活動年間活動報告書』、2013 年、2014 年、2015 年
十和田市
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